
令和５年６月２２日 

川口市長 奥ノ木 信夫  様 

川口市協働推進委員会委員長 石阪 督規 

 

本市における協働の推進に関する施策について（答申） 

 

令和２年１月９日付け諮問（川協推発第 136 号「本市における協働の推進に関す

る施策について」）における当委員会の意見は下記のとおりです。 

 

記 

本市における協働の推進に関する施策について考えるにあたり、まず、協働の意

義とそれを担う協働の主体となる市民等（「市民（市内に在住、在勤若しくは在学

する者又は公益を目的として市内で活動するものをいう。）、地縁団体（町会、自

治会その他の市内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体

をいう。）及び市民団体（市民が主体的に組織した団体をいう。）」、以下「市民

等」という。）と行政が担うべき役割を整理する必要があります。 

協働の意義は、市民等と行政がともに知恵と力を出し合うことで、効率的かつ多

様なニーズに対応可能なまちづくりを実現することにあります。その実現のために、

市民等の役割とは、地域及び社会との関わりを持ち、地域のために主体的に取り組

むことです。 

また、行政の役割とは市民等から知恵と力を引き出し、総合的かつ効果的に協働

を推進することであり、そのための市民等の活動に対する支援や協働に対する市民

等の関心を高める役割を担っています。協働の意義や役割を市民等と行政がともに

理解した上で、仕組みが構築されなければ、本当の意味での協働の実現は難しいも

のとなります。 

そこで、当委員会では、協働の推進に関する施策を考える上で、市民等が協働に

実際に触れ、意義や自身の役割を感じることができる場に着目し、老若男女、国籍

問わず、全ての市民が参加できる場づくりとはどんなものが考えられるか、議論を

重ね、提案をまとめました。 

議論を重ねて行く中で、市が実施している事業の中には、市民等と行政のお互い

が協働を意識せず、実践している事例がみられました。そのほとんどが個々で完結

しているものが多く、協働の効果が限定的になっていると思われます。このような

写



好事例が個で完結していることは、残念でなりません。これらを“つなぐ力”や

“つなぐ機関”が重要な役割を果たすと考えられます。 

市民等、行政のそれぞれが協働の意義や役割をより理解した上で、既存の制度や

事業を連動させ、効率的かつ横断的な仕組みづくり（場づくり）ができれば、本当

の意味での協働の実現につながり、市政のさらなる発展へつながると確信していま

す。そのため、市民等と行政が協働の意義や役割を知ることのできる場づくりはそ

のきっかけを与える重要な施策となると考えています。そして、その場づくりには、

多様な主体の意見を反映させる方法や新たな手法を研究し、導入していく不断の努

力が必要です。 

本提案の趣旨をご理解いただき、本市の協働の推進に向けた具体的な取組を進め

ていただくことを期待し、以下の内容を答申いたします。 

 

１ 点から線へ“つなぐ”、更には、円へ“広がる”仕組みづくり 

既存事業や制度を活かし、老若男女、国籍問わず、全ての市民が気軽に参加

しやすい場づくりを目指すこと。 

(１)既存事業間の連動により、多世代間交流や国籍を問わない市民の参加促進 

(２)既存のネットワーク（町会・自治会、学校、既存コミュニティ、ボラン 

ティア団体等）との連携強化 

 

２ 多様な主体の意見を反映させる仕組みづくり 

多様な主体からの意見を抽出することで、誰もが参加しやすい場づくりを

目指すこと。 

(１)市民等との連携及び意見の抽出 

(２)施策の企画・運営に関し、市民等の委員等への登用促進 

 

３ 新たな手法の研究及び導入 

場づくりにおいて新たな手法の研究を怠らず、柔軟に取り入れていくこと。 

(１)アプリや会議ツールのようなオンライン・ＩＴ技術の活用 

(２)先進事例の研究と導入 

(３)民間活力を利用したコーディネート力強化 


